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１．はじめに 
 米国における I-35W 橋の崩壊事故，および我が国では

木曽川大橋，本荘大橋に見られたトラス橋斜材の破断事

故以降，トラス橋のリダンダンシーに関する研究例が多

く報告されている．それらの研究では，実用的なリダン

ダンシーの評価法 1)，部材破断時の衝撃の影響 2)などが

明らかにされているものの，部材破断による崩壊過程に

ついては明確にされていない．そこで，本研究では，単

純支持上路式鋼トラス橋の支間中央の下弦材に破断が生

じた場合を想定し，崩壊に至るまでの変形挙動や破断部

材の負担していた断面力の再分配挙動について明確する

ことを目的とする． 

 
２．検討方法 
 検討対象は，図－1 に示すような，1997 年に設計され

た支間長 160.4m，幅員 12m，支間中央部の主構高さ 14m

を有する単純支持上路式鋼トラス橋である．部材破断時

の衝撃による動的効果を考慮すべきであるが，本研究で

は，基礎的検討として，静的な弾塑性有限変位解析によ

って部材破断後の崩壊挙動を考察する． 

２．１ 解析モデル 
 本橋の解析モデルは，図－2 に示すように，RC 床版に

シェル要素，ゴム支承にバネ要素，スラブアンカーと骨

組中心線のずれを考慮するためにオフセット要素を用い

た．また，骨組部材は基本的に薄肉閉断面はり要素を適

用したが，開断面部材には St. Venant の弾性ねじり理論

に従うはり要素を適用した．また，RC 床版は等方線形

弾性体，ゴム支承も線形弾性体と仮定し，部材格点部は

剛結合と仮定した． 

２．２ 破断想定部材 
 破断想定部材は，死活荷重状態で最大引張軸力を生ず

ることから，図－2 に示す支間中央部の車道直下の下弦

材とした． 

２．３ 荷重条件 
 本研究では，部材破断後の弾塑性有限変位挙動を静的

に追跡するため，死活荷重載荷後に，まず，破断想定部

材を消去し，破断部材端には破断部材が担っていた断面

力を載荷して平衡状態を求め，次に破断部材の担ってい

た断面力を徐々に逆向きに解放する手法を用いた．活荷

重は，道路橋示方書の L 荷重と群集荷重を，破断想定部

材に最も不利となるように載荷した．なお，本検討では，

部材破断時の衝撃の影響は一切考慮していない． 

 

３．解析結果と考察 
３．１ 崩壊までの変形挙動 

 本解析では，孤長増分 0.15 の孤長制御法によって，破

断部材の断面力を徐々に解放した．解析結果として，図

－2 に示す格点 A における Z 軸方向の解放力と変位の関

係を図－3 に示す．これより，Z 軸方向の解放力が凡そ

14MN に至った時点でピーク点が現れ，その後，スナッ

プバック型の除荷挙動を呈することが分かる．以下では，

死活荷重載荷後を｢部材破断前｣，ピーク状態を｢部材破

断後｣と称する．部材破断後の破断部近傍の変形状況を

図－4(a)，破断部の下横構面の変形状況を図－4(b)，破断

部直近の対傾構面の変形状況を図－4(c)に示す．これよ

り，部材破断後には，下横構面は破断部材側に面内曲げ

変形，対傾構面はせん断変形を呈し，対傾構の斜材には

正弦波状の面外変位を生ずることが分かる． 

３．２ 断面力の再分配挙動 

 部材破断前後の破断部近傍の軸力分布をコンター図と

して図－5 に示す．なお，同図中，圧縮軸力は終局圧縮

荷重 Pu で，引張軸力は降伏軸力 PY でそれぞれ無次元化

し，正値は引張軸力，負値は圧縮軸力を表す．図－5 よ

り，矢印①で示す下弦材では，部材破断によって，P/PY
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図－1 検討対象橋梁 図－2 解析モデル 
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が 0.55 から 0.70 まで上昇しており，破断下弦材の担っ

ていた軸力の反対側の下弦材への再分配挙動が確認でき

る．しかし，部材破断後においても，その大きさは 1.0

よりも小さく，未だ余耐力を有していると考えられる．

一方，矢印②で示す下横構の P/PYは 1.0 を超えており，

それらは破断下弦材から再分配される断面力を反対側の

下弦材へ伝達するための主たる経路であることが分かる．

また，矢印③で示す対傾構にも P/Pu が-1.0 を超える圧縮

状態の斜材が見受けられ，図－4(c)に示したように，対

傾構面のせん断変形に伴う張力場の形成によって，厳し

い圧縮作用下におかれ，それらの斜材は正弦波状の面外

変位を生じたものと考えられる． 

 本研究では，破断部材の担っていた全断面力 RTのうち，

再分配された断面力 R の割合を再分配率 R/RTと称するこ

とにする．破断部近傍の下横構と対傾構について，軸力

と R/RT の関係を図－6 に示す．まず，図－6(a)より，下

横構の点 a，b の軸力は，断面力の再分配につれて増加

し，再分配率 40%で全断面降伏に至ることが分かる．一

方で，点 c，d については，再分配率 53%においても全

断面降伏に対して若干の余耐力を有していることが分か

る．次に，図－6(b)より，対傾構では，下横構が最初に

全断面降伏に至る再分配率 40%あたりから，点 g の軸力

が反転するとともに，点 h の圧縮軸力の増加もほぼ頭打

ちとなるが，橋梁全体はピーク状態に達していない．し

かし，その後，再分配率 53%では，点 f の軸力が反転し，

ピーク状態を迎えていることが分かる． 

 したがって，本橋の支間中央の下弦材に部材破断が生

ずると，破断部材の担っていた断面力は，主に下横構に

よって反対側の下弦材に伝達される．その過程では，ま

ず，下横構が全塑性状態に到達するものの，対傾構面の

せん断抵抗が発揮されるため，直ちに崩壊には至らない．

しかし，その後，対傾構面内の斜材が終局状態に至るこ

とによってせん断抵抗が低下すると，断面力の伝達経路

が断たれ，崩壊に至ったものと考えられる． 

 

４．まとめ 
 本研究では，単純支持上路式鋼トラス橋の支間中央部

の下弦材に，破断が生じた場合を想定して，崩壊に至る

までの変形挙動や破断部材の断面力の再分配挙動につい

て明確にした．その結果，破断部材近傍の下横構や対傾

構は，破断部材の断面力を反対側の下弦材に伝達する主

要経路であるため，それらが終局状態に到達すれば，も

う一方の主構面の下弦材に余耐力が残っていても，橋梁

全体の崩壊に至ることを示した． 
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図－5 破断部近傍の軸力分布 
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図－3 解放力と変位の関係

図－4 破断部材近傍の変形状況 
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図－6 軸力と断面力の再分配率の関係 
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